
1

最終講義
「ビジョンとミッション

ー海事・海洋、エネルギー・環境，構造基準ー」

平成19年3月19日

大学院 工学系研究科 環境海洋工学専攻
（兼坦）工学部システム創成学科（環境・エネルギーシステムコース）

湯原　哲夫
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テキストボックス
‡：このマークが付してある著作物は、第三者が有する著作物ですので、同著作物の再使用、
同著作物の二次的著作物の創作等については、著作権者より直接使用許諾を得る必要があります。
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１。五年間の活動概要

⑴　教育

　講義

　論文指導

　課題の設定

⑵　研究

　専攻プロジェクト

　海事研究（近未来造船海運を巡る７つの課題）

⑶　社会貢献活動の概要
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講義の一覧
１。大学院環境海洋工学専攻

　⑴「環境・海洋政策と技術開発マネジメント（平成16年~）」（湯原と海洋技術フォーラム
幹事会メンバー）

　　　　　　　・技術経営「産業政策と研究開発のマネジメント（平成13年~15年）
　　　　　　湯原，田邉講師

　⑵「オーシャンエンジニアリング実験」（湯原，渡辺技官）　ー相似則と実験の意義ー

　⑶「オーシャンプロジェクト演習」（湯原，大和教授）　ープロジェクトを企画するー

２。工学部　システム創成学科　環境エネルギーシステムコース（E&E)
　⑷「安全評価学」（高橋助教授ー破壊力学，湯原ー強度と構造設計基準）

　⑸「環境調和論」（山口教授ー海洋環境，徳永助教授ー海洋資源開発、湯原ーエネルギー・環
境／地球温暖化ー電中研　丸山講師）

　⑹「エネルギープラントのシステム設計」（プロジェクト演習、岡教授、高橋講師、幸田講
師,寺井教授，鈴木英之教授）

３。教養学部総合科目（オムニバス形式講義）　６回／年

　・環境とエネルギー工学（技術開発、政策と経済）

　・海洋利用の可能性（資源エネルギー食料・環境）

その他

東京理科大学　専門職大学院　技術経営科学研究科　「エネルギー戦略論」

（教育）
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「システム創成学科」の英文名はDepartment of
Systems Innovation

　　　　　　ｼｭﾑﾍﾟｰﾀｰの５つの Innovation（革新）
　　　　　　　　　　　ー［経済発展の理論」1912年ー
　（技術革新、新しい結合、新機軸、創造的破壊、企業家精神、構造改革）

• 新製品の生産       　　　　　　　 Product  innovation
• 生産手段・新工程　　　　　 　　 Process  innovation
• 材料・部品 　　　　　　　　　　　　Material  innovation
• 新市場の開拓、創成　　　　    　　 　　Market innovation
• 構造改革・新産業の実現 　　　Systems Innovation
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　システム創成学科の英文名
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誘導する政策、技術開発、経済・経営がハーモニーとなって
社会は進化する。

技術

政策　　　　　　　経済
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

      !"# $%   &'# #$ #()
   Science        Technology           Industry

                      &Engineering
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講義の方針

• 「海洋開発・利用、海事」，「環境・エネルギー」の課題と背景を「俯瞰」する。将
来のあるべき姿を「構想」する。

• 「政策ー経済ー技術」を一体として考える。

　　技術開発と誘導する政策、産業経済の進化と持続可能性の追求

　　「科学ー技術・工学ー産業」の連関

• 「バックキャスト」思考を身につける（現状の延長上に未来を見ない．あるべき
未来から現在を見る）。

• 時間軸を入れた「あるべき姿」を描いて，「現実」との乖離を課題とする(技術
マップとロードマッピング）。

• 環境・エネルギー、海事・海洋開発を　「システム創成（Systems Innovation)」
の対象として，捉える。
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　　　　　　課題の設定

　　　　　　（あるべき姿）

　　　　ー）   現実　　 ◯
　　　　　　 問題
　　　　　　　    ⇩　←   分析・調査・洞察
                  課題

　　　　　　↑↑↑
　　　知識・構想力・俯瞰
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卒論，修論，博士論文の指導◆学部卒論
　（H14）
　　●福井　良　平 「九州におけるエネルギー自給率５０％シナリオ」
　　●佐藤　　　顕 「環境・エネルギー問題に対するガス化技術の可能性」
　　●中村　健太郎 「東アジアエネルギー共同体構想」
　（H15）
　　●小早川　広明 「環境制約下における２０２０年中国の一次エネルギー構成」
　　●和田　良　太 「太陽光発電による完全自立住宅の構想と実現可能性」
　（H16）
　　●榎堀　    都 「都市交通における環境問題改善への陸海結合アプローチ～神戸市を事例としたモデルの提案」
　　●山本　聡  一　「京都議定書以降の枠組みについての提案～世界のエネルギー政策の行方～」
　（H17）
　　●谷口　善  洋　「厳しい環境制約と化石燃料価格高騰を考慮した超長期エネルギービジョン」

◆修士論文
　 （H16）
　 ●磯部　康　之   「氷床モデルを用いたGreenlandの氷床の長期シミュレーションと感度解析」
　 ●中村　健太郎   「水素爆発時の周囲の構造物の応答挙動」
    （H17)
　 ●中村　美帆子   「地域木質バイオマスエネルギー利用システムの提案」
 　●松原　基　行   「シップリサイクル問題の解明と解決策の提案～国際資源循環型社会をモデルとして～」
　 ●和田　良　太   「潮流発電のための津軽海峡海流シミュレーション」

◆博士論文
　 ●武田　　　裕　「船体構造の防振設計法の開発と防振装置に関する研究」
　 ●水早　　　純  「主機・軸系・船体構造の連成振動解析法の開発と主機起振力解明による低振動化手法に関する
研究 」
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「専攻プロジェクト」（H14~ )などの研究（企画と立ち上げ）
環境海洋工学専攻(14)，生産技術研究所(7)，新領域創成科学研究科環境学系(5)等計３０名の教官の集合体。
　専攻の知的・人的資産を活用して世界を先導し得る研究領域において、長期的に取り組むべき重要な課
題を設定し、複数の研究室が外 部機関との連携を図りながら実施していく研究・開発プロジェクト。

１。「Freak Wave の解明と克服　」（科研費、2004~)
　・巨大な異常波浪のリモセン観測、海洋学からの解明、船舶・海洋構造の安全性、荒天航法

　・木下教授（生研），影本教授（新領域）、早稲田助教授，川村助教授、林助教授（生研），大
和教授、鈴木（克）助教授、稗方助手、三宅（NK),　富田、谷澤、南（海技研）

２。「Trimaran 船型の高速船と海運物流システムの進化」（造技セ：共同研究,2005~)
　　影本教授（新領域）、川村助教授、鈴木克之助教授（新領域）、鵜沢助手

３。「シップリサイクル問題の解決と国際資源循環」（JST産学連携ファンド, 2006~）
　　粟飯原教授、青山助教授、堀特任教授、学外研究機関、産業界

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

４。「海流／潮流エネルギー利用」

　　・エンジニアリング振興協会　青森県，弘前大学，産業界，海技研(2006.8~）
　　・山口教授，早稲田助教授，川村助教授、村山助教授(2007~ )

５。「海洋新産業創出ー産業規模の想定と重要プロジェクト提案ー」

　 ・第三期科学技術基本計画への提言活動の立ち上げ （2005.2 ~ )
　 ・鈴木英之教授，佐藤徹教授，早稲田助教授、川村助教授、多部田助教授

　↑海事（海運・造船）
　↓海洋

（研究）
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近未来造船・海運を巡る７つの課題
Systems Innovation

・2004年12月「海事シンポジウム」で講演，2005年1月「テクノマリーン」に掲載。

・2006年４月海洋政策研究財団「海洋フォーラム」で講演。

・アジアの中長期エネルギー需給見通し，物流見通しから、次世代造船・海運の役割を

　システム・イノベーションの観点から描く。

1. シームレス物流の実現と高速TRIMARAN船型の実用化

2. FREAK WAVE の解明と克服: 予測回避の高度な衛星航法へ

3. シップ・リサイクル、国際資源循環と循環型造船産業システムへ（スク

ラップの高騰、海洋を汚染から、従業員を被毒から守れ）

4. 洋上LNG備蓄・流通基地とアジア Pipe Lineネットワークシステム（パ

イプラインが海を渡ってくる）

5. 原油の備蓄・流通基地（海峡・運河・基地とタンカーが変わる）

6. 次世代コンテナタミナルと洋上国際ゲートウェイ基地(コンテナ船が変

わる、フィーダー船型が変わる）

7. 脱石油の主機としての舶用炉、超小型炉の可能性（主機が変わる）

「荷主ー船主ー造船所」，　「海運ー港湾ー陸運」　が一体で、システムズ・イノベーションが開発される。

イノベーションの中核としての役割→公的研究機関，コンサル機能を持つ開発センター
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社会（貢献）活動(2002.7~　　)
１。海洋・海事の科学技術政策及び基本政策への提言活動　(2005.1~  )
　・「海洋技術フォーラム」（大学と学協会１９団体の連合体の結成）

　　　・総合科学技術会議／第三期科学技術基本計画への提言活動

　　　・同上分野別推進戦略策定プロジェクトチームへの招聘専門家

　　　・議員立法「海洋基本法」への提言と、「海洋基本法研究会（政産官学）」へ有識者メンバー

２。　環境・エネルギー政策ー研究と提言
　・経済同友会「2030年エネルギー自給率50%イニシアティブ」と日経連載（~2003.2）
　・東大／重電4社持続型社会研究協議会　「トリプル-50」　（2004~2005.5)ヘ参加
　・エネルギー総合工学研究所「長期エネルギービジョン研究委員会~2100」（2004~)
　・環境省長期ビジョン検討会検討員　｢2050年のビジョン」　(2006.4~）

　・青森県と東京大学の連携「地域エネルギー産業振興の取り組みと推進，戦略づくり

　　（青森県版トリプル-50）」(2005.2~)

 ・「日中環境・エネルギー・物流フォーラム」の開催（2005.11　東大　&2006.7　無錫)

３。原子力・火力発電の構造基準策定、民間規格化戦略の推進

　・規制基準の性能規定化と民間による技術基準の策定

　・設計・建設基準，溶接・検査基準、プラント運転中の維持基準（欠陥評価）

（社会）
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２。海洋技術フォーラム

• 　⑴海洋工学との関わり

• 　⑵初めの一枚

• 　⑶創出する産業規模と重点開発テーマ

• 　⑷第三期科学技術基本計画への提言

• 　⑸海洋技術フォーラム

• 　⑹第三期科学技術基本計画／分野別推進戦略PT

• 　⑺海洋基本法／海洋政策大綱と海洋基本法研究会

• 　⑻海洋基本計画と第四期科学技術基本計画

• 　⑼シーグラント制度の創設
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関わってきた　 造船・　海洋　・　エネルギー　関連 PJ
1970年~　　　 ・VLCC, C/S, 艦艇の 船首波浪衝撃・スラミング問題
　　　　　　　　　　　（現象解明と設計基準作成）

　　　　　　　　　　・トータルハルガーダーシステムの開発 （波浪ー運動・応答ー強度ー破損限界）
　　　　　　　　　　・LPG/LNG船の開発（横浜）
　　　　　　　　　　・FBRもんじゅPJへ、高温構造設計の開発(動燃出向)
                           　　　　　　　　ー海軍のプロジェクトマネジメント（海軍ー運研ー新幹線ー動燃）ー
１９８０年~　　　・格納容器，海洋構造の大型座屈実験（広大／旧海軍3000トン実験機）
　　　　　　　　　　・海洋掘削リグ　Tension Leg Plat Form
　　　　　　　　　　　(CONOCO-ABS  信頼性工学に基づく構造設計基準開発LRFD)
　　　　　　　　　　・上五島石油備蓄タンク（石油公団／鹿島ー重工）

　　　　　　　　　　・艦艇の開発と耐衝撃強度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☜　プラザ合意１９８５

　　　　　　　　　　・H２ロケット構造設計（液水タンク）＆主機LE7トラブルシュート
            　　　　　・高温ガス炉開発担当、FBR実証炉R＆D、核融合炉真空容器開発Pj
１９９０年~　　　・タンカーの座礁・衝突PJ企画、実施（MOT-ASIS-MHI-TNO
　       　　　　　　　（スタンフォード大学ビジネススクールへ）
           　　　　　　・性能優位PJ、船/機関一体振動解明PJ,
                         ・一軸10万馬力の限界追求
                        ・PCB熱水分解プラント立ち上げ（SRI-MHI)
      　　　　　　　　・次世代石炭火力／新エネルギーの開発PJ（SOFC,風車）、
      　　　　　　　　・廃棄物・リサイクルプラントの開発（ここから横浜）
　　　　　　　　　　　・ガスエンジンの開発PJ　（横浜）
             　　　　　・LNG地下タンク安全性、地下備蓄（横浜）
2000年~　　　 ・次世代コンテナーターミナル、大型回遊魚の沖合養殖FS
       　　　　　　　・地域分散エネルギー産業（秩父市，青森県等）
　　　　　　　　　　・２０３０年エネルギー自給率５０％イニシアティブ
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危機：プラザ合意(1985年9月22日）からバブルの崩壊

プラザ合意により、輸出製造業（受注製品）は大きな打撃を受け、資源・エネルギーの「自主開
発」は鈍化し、「輸入」基調へ。海事・海洋開発業界は大きな打撃を受け、輸出製造業（受注生
産）は生き残りが経営の中心課題になる。

2004.4 　　湯原
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᳢第3期科学技術基本計画᳖2006年~2010年᳣᳗ᶗᶍ提言᳐原案᳐
᳢資源᳂ᶺ᷽ᷟ᷀᳐᳂食糧᳣ᶍ安定確保ᶱ目指ᵶᶅᲾ海洋国家ᶗᶍ転換ᶇ海洋産業力ᶍ

強化ᶍᵾᶠᶊ᳣
2005/1/23湯原記

初めの一枚
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2005年３月東大環境海洋工学専攻中心とした若手海洋工学者グループ



18http://www8.cao.go.jp/cstp/project/bunyabetu/frontier/1kai/betten1-4-1.pdf

TREE
テキストボックス
出典：総合科学技術会議　基本政策専門調査会
フロンティア分野推進戦略プロジェクトチーム
第一回会合（2005/12/15）　配布資料1-4　別添1　p.6

TREE
テキストボックス
‡
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  Sience              Technology&Engineering   Industries
科学／基礎研究  　　工学／産業技術開発　　 産業創出

海洋科学　　　　　　 海洋工学　　　　   海洋産業

 政府資金の投入

民間資本の投資

TREE
テキストボックス
‡
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海洋開発に関する提言

1. これまでの提言
⑴「国家産業技術戦略 」（2000年4月）海洋関連産業技術戦略
⑵経団連「21世紀の海洋のグランドデザイン~わが国200海里水域における海洋開発
ネットワークの構築~」2000年6月

⑶科学技術᳂学術審議会 海洋開発分科会᳢長期的展望ᶊ立ᶃ海洋開発ᶍ基本的構想及ᶒ推
進方策ᶊᶃᵣᶅ᳖答申᳗ᳩ  ᴤᴣ世紀初頭ᶊᵩᵰᶪ日本ᶍ海洋政策ᶍᵡᶩ方ᳩ᳣2002年ᴤ月

⑷日本財団「21世紀の我が国の海洋政策に関する提言」2002年3月
⑸学術会議海洋科学研究連絡委員会「海洋に係わる学術の統合的推進の必要性 ―包括的
海洋政策策定への提言―」  2005年7月21日

２.今回の提言
　⑴これまでの提言を踏まえ、第三期基本計画において、その実現を図る。
　⑵海洋開発と海洋産業のための海洋工学に重点を置く。

　　　海洋科学 ←→ 　海洋工学 　←→ 　海洋産業

　　Oceanography 　　　　　　　　　Ocean Industries

　　　　　　Ocean Technology/ Engineering
　⑶海洋立国のための総合技術開発

　　・持続可能な海洋利用の基盤技術確立

　　・エネルギー・食料・資源・海上物流の安定確保の実現

　　・総合観測システム構築と気候変動、異常海象の予測と防災



21

第三期科学技術基本計画への海洋工学からの提言概要
• 海洋の重要性（危機に対する海洋の役割）

– 地球の表面の７０％を占める「海洋」は、環境保全、急増を続けている人口増加に対する食糧、エ
ネルギー等の確保等、２１世紀において人類が直面する様々な問題解決に対して重要な役割を果
たすと期待されています。

– また、世界第6位となる広大なEEZ（排他的経済水域)を有する我が国において、「海洋」における活
動は、我が国の存立基盤、国際競争力の源泉を担う重要な分野となると考えられます。

– しかしながら、EEZの海洋資源利用に対する取組みについては、広い視野と長期的な国益に基づ
く政府の集中的、総合的な対応が必要ですが、海外諸国に比べ十分な対応がなされておらず、我
が国の海洋技術分野の取り組みの遅れにつながっています。

• 「海洋立国」に向けた第三期科学技術基本計画に対する提言
– 2005年１月に、東京大学において、海洋技術分野において取り組むべき重点課題を設定し、「現状
／課題／技術開発／成果の産業への波及効果と規模」（２１世紀、海洋X兆円産業創出のために）
を取りまとめました。

– これをもとに、海上技術安全研究所、海洋研究開発機構、東京海洋大学、日本造船学会、日本造
船工業会等と協力しつつ、「海洋立国」としての海洋産業の構築に向けて実施すべき海洋技術分
野の重要技術開発課題、実施体制等を提言の形でとりまとめました。

• 海洋技術フォーラムの発足
– 2005年８月３日に開催された提言に関する交換討論会（主催　東京大学）を契機として、我が国の
海洋活動の強化を目的とした常設的なコミュニティーとして、海洋技術フォーラムが発足致しまし
た。

– 現在、海洋技術フォーラムに４２団体（２００５年１２月９日時点）が参加し、技術開発課題の絞込み
を行なっています。
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海洋技術フォーラム幹事会

井 上 四 郎理 事（ 独 ） 海 上 技 術 安 全 研 究 所
松 里 壽 彦理 事（ 独 ） 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー

佃 栄 吉研 究
コ ー デ ィ ネ ー タ（ 独 ） 産 業 技 術 総 合 研 究 所

木 下 肇理 事（ 独 ） 海 洋 研 究 開 発 機 構
熊 野 厚技 術 研 究 所 所 長( 財 ) 日 本 海 事 協 会
大 関 真 一常 務 理 事( 財 ) エ ン ジ ニ ア リ ン グ 振 興 協 会
岡 村 秀 夫専 務 理 事マ リ ン フ ロ ー ト 推 進 機 構
藤 田 純 一専 務 理 事（ 社 ） マ リ ノ フ ォ ー ラ ム ２ １
高 藪 裕 三専 務 理 事（ 社 ） 日 本 プ ロ ジ ェ ク ト 産 業 協 会
緑 川 好 浩常 務 理 事（ 社 ） 日 本 造 船 工 業 会
中 原 裕 幸常 務 理 事（ 社 ） 海 洋 産 業 研 究 会
平 尾 壽 雄常 務 理 事（ 社 ） 日 本 海 洋 開 発 建 設 協 会
山 崎 哲 生会 長日 本 海 洋 工 学 会
内 藤 林会 長（ 社 ） 日 本 船 舶 海 洋 工 学 会
酒 匂 敏 次会 長（ 社 ） 日 本 沿 岸 域 学 会
角 洋 一教 授横 浜 国 立 大 学
大 津 皓 平教 授東 京 海 洋 大 学

湯 原 哲 夫
浦 環
木 下 健
大 和 裕 幸
寺 崎 誠
玉 木 賢 策

工学系研究科  環境海洋専攻
生産技術研究所  海中工学ｾﾝ ﾀ
生 産 技 術 研 究 所
新領域創成科学研究科  環境学系
海 洋 研 究 所
工学系研究科 地球ｼｽﾃﾑ工学専攻

東 京 大 学
世話人団体名

敬称略
順不同
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• 重要技術開発課題の絞込み

– 提案してきた３分野について、第三期科学技術基本計画期間中に更に

　　重点的に取り組むべき技術開発課題について、検討を行って参りまし
た。

海洋技術フォーラムの活動状況

ビジョン
ｴﾈﾙｷﾞｰ
・資源

環境
・観測

海事

分科会

大学、学会、団体、独法及び
重要技術開発課題に関心を持つ
各企業が参加（延べ６３名）

海洋技術フォーラムの検討体制

幹事会
（１８団体）

食料
バイオ

事務局アドバイザリー・コミッティ
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危機とその克服―海洋が果たす役割と重要な開発課題

  　　2005.8 海洋技術フォーラム＃１幹事会　　T.YUHARA
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第三期科学技術基本計画　フロンティア分野（宇宙・海洋）推進戦略             (2006.3)

TREE
テキストボックス
‡
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TREE
テキストボックス
‡
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海洋関連の戦略重点科学技術

次世代海洋探査技術 マルチスケールでの生物多様性観測・解析・評価

外洋上プラットホーム技術

広域生態系複合における生態系サービス管理技術
（海辺の自然再生技術開発等）

○宇宙・海洋のフロンティアにいつで
も自在に到達できる技術を確立す
る
○宇宙・海洋の利用のフロンティアを
きり拓く

フロンティア分野フロンティア分野
○地球温暖化に立ち向かう

○環境研究で国民の暮らしを守
る

環境環境分野分野

国家基幹技術：海洋地球観測探査システム

○我が国が環境分野で国際貢献を果たし、
国際協力でリーダーシップをとる

新規の物質・技術に対する予見的リスク評価管理
（船舶用塗料の海洋生態影響リスク評価等）

地球・地域規模の流域圏観測と環境情報基盤

衛星による温室効果ガスと地球表層環境の観測

総合科学技術会議議員柘植綾夫2006年6月

TREE
テキストボックス
‡
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海洋基本法研究会の発足と海洋基本法案の策定

・与党：海洋政策特別委員会（2006.4~)←海洋権益特別委員会

・海洋基本法研究会の発足(2006.4~12 全10回)
（代表世話人）武見議員  (座長)　石破議員，栗林教授
(メンバー）自公民議員10名，学識者13名、各省庁局長クラス（オブザーバ）
（事務局）海洋政策研究財団（2005年11月「海洋と日本：２１世紀の海洋政
策への提言」）

・海洋政策大綱，海洋基本法の原案検討

・学識者，並びに産官学からの提言と意見聴取
・2007年の通常国会へ提出，自公民にて一致して、成立を目指す．
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海洋基本法研究会提出資料　         　　　　　東大環境海洋工学専攻　湯原
海洋政策大綱《素案》へのコメント

強調すべき基本的視点

１．海洋立国：
　　海洋立国とは、海洋産業立国のことであり、日本の現状から、政策大綱
の中核は、海洋新産業創造戦略におく。排他的経済水域における産業
活動があって、はじめて海洋権益がある。

２．海洋新産業創造戦略：
　　海洋関連予算を拡大し、海洋産業立国への大規模投資として、新産業
戦略に振り向ける。海洋産業のための基盤技術開発と総合的エンジニ
アリング開発を重点的に実施すべきである。

　　　自主開発と事業開発を基本に、持続可能で、国際競争力ある利用技
術によって、将来の食料・資源・エネルギー・環境の危機に備える。

３．目標・規模の設定と一体的推進
　　海洋新産業創出のための、公的研究開発資金を宇宙・原子力並みに
引き上げる。民間中心のイノベーション・プロジェクトに投資する。施策と
予算は省庁の枠組みを超え，中長期に渡る基本戦略とロードマップに
従って，継続することが肝要である。

                    2006.11.16
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海洋基本法／海洋政策大綱によってもたらされるもの

「海洋新産業の創出」（案）

・排他的経済水域に於ける産業活動により、資源・エネルギー・食料を生産する。
・海洋産業を支える革新技術の開発を行い，競争力ある海洋利用技術を構築する。
・環境と調和した持続可能な海洋新産業を創出する。

⑴ 海洋産業ポテンシャルマップの創成事業
　（継続的、広汎な資源探査・調査事業の展開と、海洋資源マップ作成）
⑵ 持続可能な海洋生物資源の生産事業（海洋バイオ、食糧生産、大規模沖合養殖）
⑶ 海底/海水（熱水鉱床、ｺﾊﾞﾙﾄﾘｯﾁｸﾗｽﾄなど）からの鉱物資源の生産事業
⑷ 国産技術による自主開発「原油・ガス・メタンハイドレート」の生産事業
⑸ 海洋エネルギー（潮流・海流・波力など）の利用と地域分散エネルギー供給事業
⑹ 洋上生産基地（資源・エネルギー・食料生産、環境観測基地、CO2海底貯留事
業）とその活用事業

⑺ 海洋情報産業（総合的海洋環境保全・モニタリング・異常気象予測観測事業）

・年間3000億円規模の公的資金（原子力，宇宙並み）による研究開発投資、事業開
発投資を継続し、2025年までに数兆円規模（数万人規模の雇用）の海洋新産業を
創出する。

・海洋関連予算を、官（独法)の科学技術研究に加え、民間産業の事業開発を先導す
る大型プロジェクトに投入して、海洋新産業を実現する。

                      2006.11.16 T.YUHARA海洋基本法研究会提出資料　
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「海洋基本法案」
2007年自公民の議員立法により、通常国会で成立の見通し

○目的：海洋の平和的・積極的な開発・利用と　環境保全の調和をはかる新

たな海洋立国を実現する。
○基本理念

　　　　　⑴海洋の開発と利用は我が国 経済社会の存立基盤

　　　　　⑵海洋環境が良好に保たれることは人類の存続基盤

　　　　　⑶海洋の安全確保は重要、取り組みを積極的に推進

　　⑷海洋の開発・利用・環境保全のため，科学的知見が重要,充実を図る。

　　⑸海洋産業は経済社会の発展基盤，国民生活の安定性向上の基盤、健全な
発展を図る．

　　　　　⑹海洋の開発，利用，保全を総合的かつ一体的に行う

　　　　　⑺海洋に関する施策の推進は国際協調の下に行う

○具体的措置　⑴海洋政策担当相の任命

　　　　　　　　　　⑵内閣府に首相を議長とする総合海洋政策会議の設置

　　　　　　　　　　⑶海洋基本計画の策定

◯ポイント　 　⑴総合的かつ計画的な海洋に関わる施策の実施
　　　　　　　　　⑵基本計画を策定して、EEZの開発や海域の安全保障
　　　　　　　　　⑶政策の一貫性を持たせるため、担当大臣をおく。

2007.3 T.YUHARA
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海洋技術フォーラムの進化と今後の努力

・　基本法制定への支援
   　「海洋基本計画」や「海洋開発の中長期戦略」策定への取り組
みと提言

• 産学研の連携強化
　 　理・工・農の融合イノベーション拠点形成

・　コミュニティーの形成とネットワーク機能構築

　　具体的な開発プロジェクト、技術開発プログラムの策定と提言

• 海洋グラント（SEA GRANT)・海洋インスティテュートの創設
　　継続的な研究開発投資、基礎研究とそれによる人材の育成

• 地域経済の新産業創造戦略への取り組み
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地域新産業創造戦略と海洋新産業

１。地域の自立分散エネルギー供給

　・「風力、海洋温度差、海流・潮流などを利用した海洋エネルギーの効率的な利用技術と洋上
エネルギー基地の開発（経団連）」

　・「分散型エネルギーシステムの構築」(新/国家エネルギー戦略）
　　　地域の自立分散、再生可能エネルギー、

　　　マイクログリッド＆バッテリ・キャパシター等の蓄電組み込み

　・エネルギーシステム新産業（農林水産業やシステム・装置製造）

２。持続可能な大規模養殖

　　・湧昇流、深層水と発電所温排水、漁場創成

　　・沖合養殖、回遊魚

　　・深層水と海水淡水化事業

３。環境産業：CO2海洋隔離事業、海藻バイオマス燃料、森林再生（人工林再生）

４。EEZにおける海底からの稀少資源、化石燃料資源の探査と生産

５。地域の海洋新産業を支える、海洋知的クラスター形成

         2006.6 T.YUHARA
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「日本版シーグラントの創設」提案

• 海洋新産業創出のための研究開発の推進と成果普及に特化して設
ける学術助成金制度。

• 文部科学省が海洋開発に関わる大学へ補助金（科研費とは別）を供
与するシーグラント法を設け、政策的に強化して推進する。

• 優秀な人材の育成と海洋立国思想の普及・振興を目的とする海洋
教育制度。

• 地域社会で、大学外の市民社会教育を実施する政策も含めて展開
する。

• 米国ではシーグラント法によりNOAA(大気海洋局）が1968年以来実施（年額＄60 million),
韓国は韓国海洋法の中に韓国版シーグラントの新設が提言され，実行されている。
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「第三期科学技術基本計画の体系的政策目標」におけるエネルギー、環
境、海洋に関する政策目標の抜き出し(10/64)　　   　2006.4.15 T.Yuhara
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３。エネルギービジョンと環境
エネルギー問題

• 　⑴エネルギー・環境問題との関わり

•   ⑵経済同友会「エネルギー自給率50%イニシアティブ」

• 　　と日経新聞「エネルギー新世紀」の連載

• 　⑶持続型社会研究協議会の“トリプル５０“

• 　⑷日中環境エネルギー物流フォーラム

• 　⑸青森県地域エネルギー産業振興との連携

• 　⑹環境省超長期ビジョン検討会

• 　⑺サステナビリティー学連携研究機構
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関わってきた　 　エネルギー・環境　　関連 PJ
1970年~　　　 ・VLCC, C/S, 艦艇の 船首波浪衝撃・スラミング
　　　　　　　　　　・トータルハルガーダーシステムの開発 （波浪ー運動・応答ー強度ー破損限界）
　　　　　　　　　　・LPG/LNG船の開発（横浜）
　　　　　　　　　　・FBRもんじゅPJへ、高温構造設計の開発(動燃出向)
１９８０年~　　　・格納容器，海洋構造の大型座屈実験（広大／旧海軍3000トン実験機）
　　　　　　　　　　・海洋掘削リグ　Tension Leg Plat Form
　　　　　　　　　　　(CONOCO-ABS  信頼性工学に基づく構造設計基準開発LRFD)
　　　　　　　　　　・上五島石油備蓄タンク（石油公団／鹿島ー重工）
　　　　　　　　　　・艦艇の開発と耐衝撃強度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☜　プラザ合意１９８５
　　　　　　　　　　・H２ロケット構造設計（液水タンク）＆主機LE7トラブルシュート
           ・高温ガス炉開発担当、FBR実証炉R＆D、核融合炉真空容器開発Pj
１９９０年~　　　・タンカーの座礁・衝突PJ企画、実施（MOT-ASIS-MHI-TNO・)          室長・次長・所長の時代
           ・性能優位PJ、船/機関一体振動解明PJ,
           ・一軸10万馬力の限界追求
           ・PCB熱水分解プラント立ち上げ（SRI-MHI)
      　　　　　・次世代石炭火力／新エネルギーの開発PJ（SOFC,風車）
      　　　　　・廃棄物・リサイクルプラントの開発（ここから横浜）
　　　　　　　　　　　・ガスエンジンの開発PJ　（横浜）
           　・LNG地下タンク安全性、地下備蓄（横浜）
2000年~　　　 ・次世代コンテナーターミナル
　　　　　・大型回遊魚の沖合養殖FS
       　　　　　・地域分散エネルギー産業（秩父市，青森県等）
　　　　　　　　　　・２０３０年エネルギー自給率５０％イニシアティブ
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戦略的意思　“２０３０年エネルギー自給率５０％”イニシ
アティブ　　（湯原、田邉、福井　２００３年２月　経済同友会）

日本経済新聞「エネルギー新世紀」2003.2~4  計４３回連載
http://energy.t.u-tokyo.ac.jp/yuhara/

内訳 breakdown

「化石燃料５０％、原子力２５％、再生可能エネルギー２５％」を目標にする。
技術的、財政的、経済的に可能。　ＣＯ２を３０％削減する。
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ビジョン達成に必要な重要技術

1.　 化石燃料をクリーンに、高効率に使うこと。
   　　・ガス化技術（石炭、バイオマス）、
　　　 ・CO2隔離技術

　 　　・トリプルサイクル発電（天然ガス、石炭ガス化、SOFC）

2. 　燃料サイクルの確立と高速増殖炉の実用化
　　　・高速増殖炉FBR，多目的高温ガス炉ＨＴＴＲの実用化
　　　・燃料サイクルの確立

3.   大容量の二次電池（リチウムイオン電池）と再生可能エネルギーシステムの連係
      ・太陽光、風力による自立分散型電源、
　　 ・プラグインハイブリッドから電気自動車、さらには燃料電池車
      ・地域マイクロ・グリッドシステム

4.　安定な再生可能エネルギーの活用
　　・地熱とバイナリーサイクル
　　・潮流エネルギーの活用

5.  循環型産業システム
      ・　超鉄鋼　（スクラップ鉄から高品質鉄鋼）
      ・  化学リサイクル・プロセス
      ・  コプロダクションシステム
　　・　産業間連携　エネルギーコンビナート／カスケード利用

2006.4 T.YUHARA
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　　　日本のTriple 50　（トリプルフィフティ）

Triple50   持続型社会研究協議会　[東京大学＋東芝・日立・三菱重工・石川島播磨重工] 200５.５
http://rmo.iis.u-tokyo.ac.jp/jizoku.index.html

５０％５０％５０％２０３０年

３５％８０％２０％現在

エネルギー利用効率化石燃料依存率エネルギー自給率

TREE
テキストボックス
出典：環境省　第３回超長期ビジョン検討会
検討員発表資料３ 2050年のエネルギー構成（湯原哲夫検討員）
p.6「日本のトリプル５０」

TREE
テキストボックス
‡
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日本の2030年のエネルギー構成比較

!
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()*!

+,-./

01234()*!

567 801239:

;<=*>?@!

AB!

CDEEDF ! GHH! IJKLM! NOPDQRSTUM! IDOVQRS! / >)VWXY!

KOPZ[JE\]^/

!

IK_VQRS/

[KEZ,`abcdef^!

V>=gh;ij[DEE_^/

klmknopq9o!

KEPI[JO\]^! _NK! rs/t01uiq9o!

vDEJEF ! wx 7PK\4

F/

DPE\yzDE7E/

7PZ\yzDEDE/

7PD\yzDEJE!

/

//

/ ODE!

_NP7[IE\^/ _ED/ /

{DEJEF ! 7PE\4F! // ZEE! IZP7[_D\]^! _EE! !

⑤⑥の試算例は石油40%, 電化率50%の全電力のうち40%を原子力。再生可能エネルギーを62Mtoe(2030年需給展望における
新エネ進展ケースの再生可能エネルギー総量）。新・国家エネルギ戦略の目標に基づく総一次エネルギー供給の試算例（総量を４
億Mtoeと５億Mtoeのケース）。

TREE
テキストボックス
出典：環境省　
第３回超長期ビジョン検討会
検討員発表資料３ 
2051年のエネルギー構成
（湯原哲夫検討員）
p.4「2030年のエネルギー構成比較」

TREE
テキストボックス
‡
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2030年我が国の長期エネルギー需給展望と
エネルギービジョン

再生
可能

原子

 力

化石

燃料

1.35

(-47%)
50505021+

4
26483.562030年「Triple-50」

2004年10月 *3

2.0

(-30%)
3550502525505.002030年「ｴﾈﾙｷﾞｰ自給率

50％ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ」
2003年2月*2

2.46

(-14%)
40732791873 4.852030年

(省ｴﾈ)

3.24

(+13%)
357723815 77 5.602030年

(基準)
2030年長期エネ
ルギー需給展望
（資エネ庁2004
年６月）

3.17億Cﾄ
ﾝ(+11%)

3581196％13
％

81％ 5.442000年　実績値

CO2排出量
（1990年度
比増減）

利用

効率
％

化石燃
料

依存率

％

自

給

率
％

　　構成％総１次

ｴﾈﾙｷﾞｰ供給

（億㌧） *1

　年

*1:単位億石油換算ﾄﾝ   *2:経済同友会・富士通総研共同シンポジウム(湯原）　*3: 持続型社会研究協議会（東大＋東芝・日立・重工・IHI）の産学連携研究

TREE
テキストボックス
出典：環境省　第３回超長期ビジョン検討会
検討員発表資料３ 2050年のエネルギー構成（湯原哲夫検討員）
p.14「2030年我が国の長期エネルギー需給展望とエネルギービジョン」

TREE
テキストボックス
‡
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貿易収支と化石燃料の輸入額推移（　~2006年度）!
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᳾ᴣᲽ電気事業分科会᷅᷋ᷚ等検討小委員会資料ᶧᶩ᳐ 平成14年度運開ᶍ前提条件᳃40年運転ᷫ᳐
᷋Ჾ為替᷾᳐ᷚᲽ122円/᳸Ჾ  初年度燃料 価格石油27.4᳸/bbl, LNG 28,090円/tᲾᲽᲽ石炭35.5$/t

燃料単価の推移（CIF価格）
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世界の超長期エネルギービジョン

　世界的な規模での、環境と経済
の両立

経済成長と、化石燃料＋原子力
＋再生可能エネルギのバランス維
持。
継続的な省エネルギー
ＣＯ２削減と大気中濃度の安定
化（今世紀中に５００ＰＰＭレベ
ル）を可能にする。

80%    67%    50%   33%
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超長期ビジョン検討会（環境省総合環境政策局、第三次環境基本計画H18~）

www.env.go.jp/policy/info/ult_vision/com03/ext03-1.pdf

TREE
テキストボックス
出典：環境省　
第３回超長期ビジョン検討会
検討員発表資料３ 
2050年のエネルギー構成
（湯原哲夫検討員）
p.1「世界の超長期エネルギービジョン」


TREE
テキストボックス
‡
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OECD等の先進国 Type 1

　　　　発展途上国を含む世界  Type-2

・OECD加盟国は発展途上国に
先んじて、エネルギー構成の改
善をおこない、高い生産性と持
続可能性を可能にする構成を、
先行して実現する必要がある。

発展途上国の高い経済成長と
化石燃料、原子力、再生可能
エネルギーのバランスをとった
燃料構成により、今世紀中の大
気中の二酸化炭素濃度の安定
化（５５０ppm以下）がはかれる.

気候変動／温暖化とCO2安定化の世界のエネルギー構成

  80%  50%   33%   20%

 　80%    67%  50%  33%

TREE
テキストボックス
出典：環境省　第３回超長期ビジョン検討会
検討員発表資料３ 2050年のエネルギー構成（湯原哲夫検討員）
p.4「気候変動／温暖化とCO2安定化の世界のエネルギー構成」

TREE
テキストボックス
‡



A long-term energy vision for the
sustainable world in the 21st Century

-Energy strategy toward the year 2050 under
environmental restraints and with economic growth-

Tetsuo YUHARA, Prof.
Department of Environmental and Ocean Engineering, the

University of Tokyo

 Integrated Research System for Sustainability Science (IR3S),
 International Alliance of Research Universities (IARU),
Joint symposium,February 1 to 3,The University of Tokyo

Feb.1, 2007
http://www2.ir3s.u-tokyo.ac.jp/ir3ssympo2007/7.Yuhara.pdf



                                                                                          Year

Tetsuo YUHARA ,Based on the chart  from
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g50809a04j.pdf

550ppm

550ppm

450ppm 450ppm

Proposed world energy composition and atmospheric densities
(yellow line)    , compared with those of  IPCC-WG1 and WRE

TREE
テキストボックス
出典：産業構造審議会研究開発小委員会資料より

TREE
テキストボックス

TREE
テキストボックス
‡
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FBR原型炉から実証炉→普及型商業炉へ
原子力政策大綱「燃料サイクルを推進し、また、高速増殖炉は経済性などの条件が整うことを

前提に２０５０年ごろから商業ベースでの導入を目指す」の具体化計画とは
ー”もんじゅ”を基本システムとして、２０５０年の火力（石炭ガス化）を意識して、展開をはかるー

• ᶡᶲᵷᶤᶍ᷽᷋᷃᳐ᶴ᳖ᷕᷩ27万kw→100万kw᳢᳗᳭᷋᳐ᷣ᳐ᶡᶲᵷᶤ(実証炉)᳣

      ᵪᶨ᳢普及型商業炉᳣ᶗᲽᲽ᳖ᶡᶲᵷᶤᶎ商業炉ᶍ1.5分ᶍᴣ᷽᷋᷃᳐ᶍᷴᷕ᷁ᶴᷕᷩᶇᵸᶪ᳗

• 許認可開始ᵪᶨ着工ᶝᶆᶍ期間ᶍ短縮ᵫ最大ᶍ᷅᷋ᷚ圧縮効果ᶱ齎ᵸᲿ

• 徹底ᵶᵾ標準化ᶊᶧᶪ設計期間ᶍ短縮ᶇᲾ許認可ᶇ建設製作ᶍ同時平行的進行ᶱᶎᵪᶪᲿ

• 商業ᷫ᳐᷋ᶇᶎᲾ᳢設計ᴥ年᳨許認可ᴥ年᳨建設5年᳭ᴣᴢ年᳣Ჽᶍ達成Ჿ

• 普及型商業炉ᶱ前提ᶇᵶᵾᲾ技術基準作ᶩ᳖耐熱材料基準Ჾ高温構造ᶍ設計基準Ჾ

      耐震᳂耐衝撃評価基準Ჾ維持基準᳗Ჿ

• 許認可᷿ᷩ᷋᷍,内容ᶇ期間ᶱ国際標準化ᵸᶪᲿ
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2005年11月１８日「高速炉構造材料の明日を考える会（朝田先生）」で　　湯原
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環境・エネルギー・物流に関する政策提言機能

基本課題：ｱｼﾞｱで、急速に進む環境悪化に対して、危機感を共有し、あるべき姿と将来ビジョンを構築し、政策提言と技術
開発の見通しを経て、克服へ向けたプログラムと具体的プロジェクトを案画し、政府へ向けて、共同提案する。

進め方：二国間で、専門家による現状認識に基づき、破綻への見通しと回避策、持続可能性の確保策を定例的専門家会議
により、実施する。東大にその拠点を形成し、共同研究機能を形成する。産官学を含めた国際フォーラムにより、成果
と提言を公表する。

○日中環境・エネルギー・物流フォーラム

　（　＃１‐2005.11.28̃29於東大、　＃２-2006.7於無錫　 ）
・中華環境保護基金会、能源研究所、清華大学、上海交通大学、環境産業協
会、全人代環境資源保護委員会、同済大学などと、　東大工学系、新領域創
成、電中研、エネ総工研の専門家　計２０余名による現状確認、予測と危機の共
有。今年６月無錫東大代表所で再度フォーラムを開催し、2007年産学連携した
＃3を開催予定。

○提起されている重要課題と取り組み：
・三峡ダムに沈んだ産業廃棄物の溶出による長江全域汚染の浄化・修復・保全
策
・都市の大気複合汚染の危機的状況と根本的回避策【クリーンコール技術）
・永久凍土の溶解とメタンハイドレートの大気放散回避。
・東アジア環境エネルギー共同体構想（仕組みと投資）
・迅速高効率な陸海一環物流システムの構築
・国際資源循環システムの構築（産業廃棄物リサイクル）
・アジアボンドファンドなどの環境保全事業のファイナンスシステム

○米国ー中国間では１０年以上前から環境エネルギ専門家フォーラムが毎年開
かれ、提言された政策と開発が中国政府により採択されている（曲格平団長）。

TREE
長方形

TREE
テキストボックス
この場所に挿入されていた写真は、
著作権処理の都合上、
削除させていただきました。

TREE
テキストボックス
‡
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＃２日中　環境・エネルギー・物流フォーラム
湯原基調講演「持続可能な経済社会の構築に向けた、

環境・エネルギー・物流システムへの提言」

ー目的ー　日中の専門家による協業

１。持続可能性の追求
　　長期需給予測や地球環境・温暖化予測から、将来を描き，安定したエネルギー供給、地球環
境保全，安定した経済システムの維持を追求する。

２。危機を回避するシステムー（危機感の）共有と克服
　　エネルギー危機、環境の危機、食料・水危機，通貨・経済危機を認識する。

　　危機を回避する持続可能なシステムを構想し，具体的に実現するための構想を構築する。そ
のための、拠点を形成する。

３。実現のための「政策と技術開発の提言」
　　政策、技術開発に加え、ファイナンス（投資回収のモデル）のあり方、CDMの利活用
などの仕組みの案画を検討する．

ー成果の目標ー

　　・政策（イニシアティブとプログラム）の提言，

　　・共同研究拠点形成

　　・モデル・プロジェクトの案画（ファイナンス、技術開発、産学連携）

２００６年７月無錫会議
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２００５．２~

記者会見する三村知事（左）と東大大学院の平尾工学系研究科長 

TREE
長方形

TREE
テキストボックス
この場所に挿入されていた写真は、
著作権処理の都合上、
削除させていただきました。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2007年３月　　　　湯原

　２。マイクログリッド高度化と地域の蓄熱／蓄電システム（浅野浩志，鹿園直毅）
　３。産業間連携（熱利用連係）エココンビナート・コプロダクション（堤敦司）
　４。原子力分野の技術開発推進と地域産業基盤・人材育成（田中　知）

青森県地域エネルギー産業振興
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http://events.sut.org.uk/past_events/031125
/seaflow.pdf

   Marine Current Turbines Ltd

  潮流エネルギーは有望な未利用エネルギー
で、資源ポテンシャルは巨大。
・洋上風車に比べ、高効率・安定電源
・漁業権、海面権、航行権を乗り越えて、分散
自立型エネルギー源の自立をねらう。

Velocity:mean3kt, max5kt(3.5m/s)

１MWの風力と潮流

TREE
長方形

TREE
テキストボックス
この場所に挿入されていた図表は、
著作権処理の都合上、
削除させていただきました。

TREE
テキストボックス
Copyright: Marine Current Turbines TM Ltd

TREE
テキストボックス
‡
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４。強度研究と構造基準

• 　⑴構造基準との関わり

• 　⑵原子力開発と設計基準

• 　⑶技術基準の民間規格化

• 　⑷提言と方向性

• 　⑸応用力学研究の活性化と人材育成
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構造設計、構造設計基準との関わり
１．1970年～75年
     「巨大船の耐衝撃設計基準（船首波浪衝撃の解明と克服、設計基準の開発)」
２．1975～80年
      「もんじゅ高温構造設計と基準作成」（動燃事業団高速増殖炉開発本部出向）
３．1977~78年
　　告示501号「原子力発電設備の構造等の技術基準」（作業会メンバー）
４．1980～82年
　「深冷船　LNG/LPG 船の改良設計と構造基準の改良」
　「LNG陸上・地下タンク」開発と耐熱・耐震基準の開発
５．1982~83年
　「信頼性理論に基づく次世代海洋構造物（石油掘削リグ、テンションレグプラッ
トフォーム）の構造設計基準」作成プロジェクト

　　(ABS-CONOKO TLP プロジェクト、LRFDの成立　)
６．1983~85年
　「格納容器の耐震座屈現象解明と基準の開発」
７．1984~90年
　「MITI-FBR実証炉の高温構造・耐震座屈基準作成のための破損限界試験」
　「原研・高温ガス炉（ＨＴＴＲ）の機器配管の高温構造設計」
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

８。1987~ 91年
　　　「H2ロケットの外殻と液水タンク構造の座屈設計と基準開発」
　　　「同上　メインエンジンLE-7の破壊事故と対策」
１０．1991～
　　　「タンカーの衝突・座礁、実船実験と耐衝突・耐座礁設計法の開発」
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「IACS共通構造規則の技術的背景
(その2:二重船殻油タンカー） 及びIACS CSR 改正作業について」

米家　卓也 他、KAIRIN(咸臨)日本船舶海洋工学会誌第10号、2007年１月
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IACS:国際船級協会連合
CSR；共通構造規則
ABS:米国船級協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準と応用力学の研究

TREE
テキストボックス
‡
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性能規定化と技術基準の民間規格化と産官学の役割

１。民間規格化の目的又はメリット：

①新しい技術や研究開発成果を規格・基準へ迅速に反映できること。

②事業者や製造現場の実態と技術水準を反映して、合理的な規格・基準を開発すること。

③費用対効果と競争原理をインセンティブとする。

２。官民挙げた意識と体制転換の必要性

①産業界にはこれまで基準を開発する動機がなかった。今、民間規格化を推進する主体として、意識
と体制の変換を行う必要がある。

②規制当局も技術基準の民間規格化に沿い、規制緩和を基本とする合理的な基準開発の支援を図る
必要がある。

③規格・基準の　開発を民間（学協会と産業界）に委ねることが重要。

④専門家のオリジナリティを大事にすべき。計画から評価する仕組みが必要。専門家の育成、人材の
育成のポイントである。

⑤大学・研究機関は、「現象の解明」を重視し、また「新技術・革新技術の探索研究・基礎研究」に取り
組むとともに、それを通じて、人材の育成・確保に努めること。公的資金の積極的な支援が必要。

⑥課題と優先順位をしめすロードマップを産官学で作成，共有する。

　　検討テーブルを常置し、予算配分の参考に資すること。

　　開発プロジェクトには基準の開発を入れて、先端的基準開発を目指させること。

⑦民間規格化による技術基準の策定は、開発と規制のバランスが必要で、開発が主導すべきである。

　　　　2006.6 湯原
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５。技術経営又はMOT

• 　⑴技術経営との関わり

• 　⑵システム創成とブレークスルー

• 　⑶研究開発の組織論

• 　⑷技術経営人材の育成
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強ᵣ開発組織ᶍ基本形態᳢独立採算ᶇ競争原理᳣

湯原の「組織の運営形態」

  IV  　 III

   I  　 II
機能体共同体

独立採算＆
競争原理

予算＆
独占

᳂企業ᶍ研究開発ᶍ運営ᶍ基本ᶎ᳢独立採算᳣ᶇ᳢競争原理᳣ᶊᵡᶪᲿ予算獲得ᶇᵼᶍ消化Ჾ独占
ᶇ縄張ᶩᵫᵼᶍ対語ᶆᵡᶪᲿ
᳂明日ᶍ事業ᶍ技術的ᶉ準備ᶱ第一義ᶇᵶᶅᲾ何ᶨᵪᶍ形ᶆ今日ᶍ事業ᶊ関ᶮᶩᶉᵫᶨᲾ人事Ჾ
予算Ჾ情報ᶍ流ᶫᶆ,事業部門ᶇᶎ一線ᶱ画ᵸᶪ運営ᵫ基本ᶆᵡᶪᲿ
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 IV  　　III

　I　　　II
非応用実用

ブレークスルー

インクリメンタル

○ᷭḃ᷐᳐᷆Ḃ᳐᳃
新ᵻᵨ現象ᶒ発見Ჾ新ᵻᵨ手法ᶒ
創出Ჾ
新ᵻᵨ᷊Ḋ᷒ᷮᷟᶒ創出
○ᶻḊ᷆ḃ᷸ḊᷖḂ᳃
既存᳂既知ᶒ現象Ჾ方法Ჾ
概念ᶒ改良Ჾ改善
○実用᳃
有用ᶎ製品Ჾ᷐᷌᳐ᷪᲾ情報ᶶ産
ᶣ出ᵽᵷᶌ
○非応用᳃応用ᶶ意図ᵻᶎᵨᲿ

市川惇信「ブレークスルーのために」

明日の事業を準備する研究所／開発部：組織の壁を作るが、たこ壷に閉じ込めない。
：既存製品・既存事業の「III.改良・改善」に参加させること．試験研究・トラブルシュートを
通して、現場に行かせる。現場の担当者とのネットワークを作らせる。マネージャー間
の連係も必要。（現場＝生産ライン、プラント・客先、プロジェクト）

TREE
長方形

TREE
テキストボックス
この場所に挿入されていた図表は、
著作権処理の都合上、
削除させていただきました。
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技術開発ᶍ各᷋ᷘᷕᷩᶆ要求ᵴᶫᶪ能力᳭技術経営
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技術開発ᶍ各᷋ᷘᷕᷩᶆ要求ᵴᶫᶪ能力᳭技術経営
᳖MOT᳗ᶆ磨ᵪᶫᶪᶘᵬ能力ᲽᲽ⑵
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５。まとめ、又は託すること
１。応用力学(Applied mechanics)の役割
現象を解明し、破壊・破損・限界を追求し続ける(不易）、設計・製作・維持基準
にまとめて行く（流行）。

２。Systems Innovationの推進
　俯瞰と構想に基づく、新しい枠組みと展開の提言をする機能（地域との連
携，東アジアとの環境・エネルギ－・物流）。イニシアティブとプログラムの策
定。

３。地政学の構築

地政学の不在。海洋、エネルギー・環境地政学から、地域の地政学迄。

資源と地理、産業経済、政治・軍事、科学技術・文化の関係をダイナミックに分
析・統合する。長期政策立案をバックキャスティングするときの基本をなす。
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ロマン：海洋は未知との遭遇の場、21世紀
のフロンティア。

ビジョン：海洋国家日本の生きる道は海洋
にある。海洋立国の時代が来る。

ミッション：エネルギー・資源・環境・食
料の危機が迫っている。危機の回避にとっ
て、海洋の果たす役割は大きい。

冬学期 教養学部総合科目 「持続可能社会実現のための海洋開発 : 食料・資源・エネルギー」




